
○ 

給
与
収
入
が
２
０
０
０
万
円
を
超
え
る
人
は
、
所
得
税
の
申
告
が
必
要

に
な
り
ま
す
。

○ 

上
記
の
表
に
か
か
わ
ら
ず
、
土
地
・
建
物
・
株
式
売
却
な
ど
の
分
離
課

税
所
得
が
あ
る
人
、
青
色
申
告
の
人
、
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
適

用
を
初
め
て
受
け
よ
う
と
す
る
人
、
雑
損
控
除
が
あ
る
人
、
太
陽
光
売

電
収
入
の
あ
る
人
、
相
続
な
ど
に
係
る
生
命
保
険
契
約
等
年
金
の
あ
る

人
、
事
業
所
得
や
不
動
産
所
得
な
ど
が
あ
る
人
で
平
成
29
年
中
の
所
得

金
額
の
合
計
額
が
所
得
控
除
合
計
額
を
超
え
る
人
は
、
イ
オ
ン
モ
ー
ル

倉
敷
会
場
で
申
告
を
し
て
く
だ
さ
い
。

   

市
県
民
税
・
国
民
健
康
保
険
税
の
申
告
が
必
要
な
人
　

　
申
告
忘
れ
は
、
介
護
・
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の
算
定
に
影

響
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す

　

▼ 

平
成
30
年
１
月
１
日
現
在
、
総
社
市
内
に
居
住
し
、
所
得
税
の
確
定

申
告
を
す
る
必
要
が
な
い
人
で
、
平
成
29
年
中
に
収
入
が
あ
っ
た
人

　

※
た
だ
し
、
次
の
人
は
申
告
を
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
　

・
所
得
税
の
確
定
申
告
を
し
て
い
る
人

　
　

・ 

１
カ
所
か
ら
の
給
与
収
入
の
み
で
、
年
末
調
整
が
済
ん
で
い
る
給

与
支
払
報
告
書
が
勤
務
先
か
ら
市
へ
提
出
さ
れ
て
い
る
人

　
　

・ 

公
的
年
金
等
収
入
の
み
で
、
次
の
①
か
②
に
該
当
す
る
人

　
　
　

① 

昭
和
28
年
１
月
２
日
以
後
生
ま
れ
で
、
年
金
収
入
合
計
額
が

98
万
円
以
下
の
人

　
　
　

② 

昭
和
28
年
１
月
１
日
以
前
生
ま
れ
で
、
年
金
収
入
合
計
額
が

１
４
８
万
円
以
下
の
人

　

▼ 

平
成
29
年
中
に
収
入
の
な
か
っ
た
人
（
障
害
・
遺
族
年
金
の
み
の
人
、

失
業
給
付
の
み
の
人
な
ど
）
で
、
同
居
の
人
の
税
の
扶
養
に
な
っ
て

い
な
い
人

　

※ 

こ
の
場
合
で
も
、
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
人
や
非
課
税
証

明
書
の
発
行
が
必
要
な
人
は
、
申
告
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

▼ 

公
的
年
金
収
入
が
４
０
０
万
円
以
下
の
確
定
申
告
が
不
要
な
人
で
、

控
除
の
追
加
な
ど
が
あ
る
人

　

※ 

公
的
年
金
収
入
合
計
が
４
０
０
万
円
以
下
で
、
そ
の
他
の
所
得
が

20
万
円
以
下
の
人
は
、所
得
税
の
確
定
申
告
は
不
要
で
す
。
た
だ
し
、

年
金
か
ら
控
除
さ
れ
て
い
な
い
社
会
保
険
料
の
追
加
や
生
命
保
険
料

の
支
払
い
、
扶
養
の
追
加
、
医
療
費
控
除
な
ど
が
あ
り
、
所
得
税
の

還
付
を
受
け
る
場
合
は
、
確
定
申
告
が
必
要
で
す
。
ま
た
、
還
付
と

な
ら
な
い
場
合
で
も
市
県
民
税
・
国
民
健
康
保
険
税
の
申
告
を
し
て

く
だ
さ
い
。

市県民税
申告

市県民税
申告

市県民税
申告

所得税等
確定申告 申告不要

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい
はい

はい

はいいいえいいえ

はい

はい

いいえ

はい

収入なし、または遺
族年金、失業給付な
どの非課税所得のみ

営業・農業等の事業所
得、不動産所得、個人年
金などのその他雑所得

給与所得 公的年金

給付、減免、扶養の
申請などが必要。
または国保世帯
主・国保被保険者

所得の合計額また
は給与所得控除後
の金額が所得控除
の合計額を超える

年末調整済 公的年金収
入の合計が
400万円以下

申告不要 市県民税
簡易申告

所得税等
確定申告

市県民税申
告（※青色
申告の人は
所得税等確
定申告）

年末調整済の給与１
か所以外にも他の収
入がある

公的年金収
入以外の所
得がある

所得税等確定申告

控除内容
などの変
更がある

他の所得が２０万
円を超えるまた
は給与収入が２０
万円を超える

源泉所得
税額に変
更がある

公的年金以外
の所得は２０
万円以下

所得控除の
追加がある

所得税が源
泉徴収され
ている

申告
不要

いいえ はい

はい

いいえ

いいえ

主な収入
を選んで
スタート

●どのような申告が必要になるかの目安

はい

いいえ

いいえ

表は目安です。当てはまらない場合は倉敷税務署か税務課に問い合わせてください。

確定申告書を提出するときには

マイナンバー
（12 桁）の記載

本人確認書類の提示
または写しの添付+

本人確認書類の例

①マイナンバーカード
②通知カード+運転免許証など

が必要です

２月11日㈷　開設
※要予約。13 ページに関連記事

マイナンバーカード交付休日窓口

が必要です

※要予約。13 ページに関連記事

マイナンバーカード交付休日窓口マイナンバーカード交付休日窓口マイナンバーカード交付休日窓口

平成 29 年分の確定申告から
領収書が提出不要になりました

　所得税などの確定申告と市県民税・国民健康保険税の市内申告会場での相談期間は、２月 15 日㈭か
ら３月 15 日㈭までです。６ページの日程表を参考に申告をしてください。
　毎年、申告会場は混雑します。待ち時間の短縮のため、事前に医療費の集計（医療費控除の明細書
の作成）、収支内訳書などの作成をお願いします。
　また、スムーズに申告を済ませるため、「申告の手引き」や国税庁のホームページなどを参考に申告
書を自主作成し、郵送や電子申告（ｅ‒Tax）で提出することもできます。

医療費控除は領収書の代わりに
「医療費控除の明細書」の添付が必要になります

⑴医療を受け
た人の氏名

⑵病院・薬局など
の支払先の名称

⑶医療費の区分 ⑷支払った
医療費の額

□診療・治療 □介護保険サービス
□医薬品購入 □その他の医療費

□診療・治療 □介護保険サービス
□医薬品購入 □その他の医療費

□診療・治療 □介護保険サービス
□医薬品購入 □その他の医療費

□診療・治療 □介護保険サービス
□医薬品購入 □その他の医療費

医療費控除の明細書の記載例

● 医療費の領収書は自宅で５年間保存する
必要があります
● 平成 29 ～ 31 年分の確定申告については、
医療費の領収書の添付または提示（昨年
までと同じ方法）によることもできます
● 医療保険者から交付を受けた医療費通知
を添付すると、明細の記入を省略するこ
とができます

新制度
セルフメディケーション税制（医療費控除の特例）

医療費控除セルフメディ
ケーション税制　健康のために一定の取り組み（※）を行っている申告者が、

本人や生計を一にする配偶者、その他の親族などに係る特定
一般用医薬品等購入費を支払った場合に、その年間購入額が
１万 2000 円を超えるときは、超えた部分の金額（上限８万
8000 円）を所得控除として申告できる制度。
※人間ドックやインフルエンザの予防接種など、法令に基づいて行
われる健康や疾病予防のための取り組み

所得税の確定申告
市県民税・国民健康保険税の申告

昨年からの変更点

申
告
相
談
の
日
程
な
ど
は
次
の
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す

確定申告書作成コーナーで !!
申告書の作成は
確定申告書作成コーナーで !!

　画面の案内に従って金額を入力すれば、税
額などが自動計算され、所得税、消費税の申
告書や青色申告決算書などを作成できます

国税庁詳しくは　　　　　で検索！

国税庁ホームページ

医療費通知とは？

　医療費通知とは、健康保険組合が発行する「医療費のお知らせ」などで、
次の６項目が記載されたものです。
①被保険者などの氏名　②療養を受けた年月　③療養を受けた人の氏名
④療養を受けた病院などの名称　⑤被保険者などが支払った医療費の額
⑥保険者などの名称

国税庁　確定申告特集 検索 確定申告書や医療費控除の明細書
の様式がダウンロードできます

どちらか一方の
選択適用

　対象医薬品は、
医療用医薬品か
ら薬局などで購
入できる一般用
医薬品に転用されたもの。上のマークが
共通識別マークです。

広報そうじゃ 2018. ２　45　広報そうじゃ 2018. ２


